
下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算





議案第４１号

平成３１年度藤岡市下水道事業特別会計予算 

平成３１年度藤 岡市の 下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）  

第１条  歳入歳出 予算の 総額は、歳入歳出それぞれ９９３，３６６千円と定める。  

２  歳入歳出予算 の款項 の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。

（地方債）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起 債の方 法、利率及び償還の方法は、「第２表地方債」による。

（一時借入金）  

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、６００，０００千円と定め

る。

平成３１年２月２５日提出
平成３１年３月１４日可決

藤岡市長  新  井  雅  博
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第１表 歳 入 歳 出 予 算

下水道事業特別会計
歳入

（単位 千円)

款 項 金額 款 項 金額

1 分担金及び負担金 13,770

1 負担金 13,770

2 使用料及び手数料 206,649

1 使用料 206,639

2 手数料 10

3 国庫支出金 40,505

1 国庫補助金 40,505

4 県支出金 2,000

1 県補助金 2,000

5 繰入金 456,877

1 一般会計繰入金 456,877

6 繰越金 3,000

1 繰越金 3,000

7 諸収入 1,265

1 延滞金 1

2 貸付金元金収入 750

3 雑入 514

8 市債 269,300

1 市債 269,300

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 993,366
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歳出

（単位 千円)

款 項 金額 款 項 金額

1 公共下水道費 510,842

1 公共下水道費 510,842

2 公債費 481,524

1 公債費 481,524

3 予備費 1,000

1 予備費 1,000

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 993,366
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第２表 地 方 債

（単位 千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

公 共 下 水 道 事 業 ２５９，５００ 証 書 借 入

又      は
証 券 発 行

年 ５ ． ０ ％ 以 内

（ただし、利率見直し方式で借

り入れる政府資金・地方公共団

体金融機構及び銀行その他の

資金について、利率の見直しを

行った後においては、当該見直

し後の利率。）

政府資金については、その融資条

件により、銀行その他の場合にはそ

の債権者と協定するものによる。

ただし、市財政の都合により据置

期間及び償還期限の短縮、若しくは

繰上償還又は低利に借換すること

ができる。

流 域 下 水 道 事 業 ９，８００

計 ２６９，３００
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下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書





歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

下水道事業特別会計

１　総括

（歳入) （単位 千円)

前年度予算額 比   較本年度予算額款 構成比 % 構成比 % 伸 率 %

  1 分担金及び負担金 13,770 1.4 10,912 1.0 2,858 26.2

  2 使用料及び手数料 206,649 20.8 197,814 18.1 8,835 4.5

  3 国庫支出金 40,505 4.1 70,512 6.4 △30,007 △42.6

  4 県支出金 2,000 0.2 4,200 0.4 △2,200 △52.4

  5 繰入金 456,877 46.0 482,429 44.1 △25,552 △5.3

  6 繰越金 3,000 0.3 3,000 0.3 0 0.0

  7 諸収入 1,265 0.1 1,636 0.2 △371 △22.7

  8 市債 269,300 27.1 323,000 29.5 △53,700 △16.6

歳    入    合    計 993,366 100.0 1,093,503 100.0 △100,137 △9.2
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（歳出) （単位 千円)

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　　　　定　　　　　財　　　　　源
款 本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比　　較 伸　率

一般財源
国県支出金 地 方 債 そ の 他％ ％ ％

1 公共下水道費 510,842 51.4 588,256 53.8 △77,414 △13.2 42,505 236,300 177,270 54,767

2 公債費 481,524 48.5 504,247 46.1 △22,723 △4.5 0 33,000 44,414 404,110

3 予備費 1,000 0.1 1,000 0.1 0 0.0 0 0 0 1,000

歳　  出　  合　  計 993,366 100.0 1,093,503 100.0 △100,137 △9.2 42,505 269,300 221,684 459,877

-  6  -



２　歳  入

（款） 1 分担金及び負担金 （項） 1 負担金 （単位 千円)

節
目 本 年 度 前 年 度 比　較 説　　　　　　　　　　　　　明

区　　　分 金　　額

 1 下水道事業負担 13,770 10,912 2,858  1 現年度分 13,551 ○下水道事業受益者負担金 13,551

金

 2 滞納繰越分 219 ○下水道事業受益者負担金（滞納繰越分） 219

計 13,770 10,912 2,858

（款） 2 使用料及び手数料 （項） 1 使用料

 1 下水道使用料 206,639 197,804 8,835  1 現年度分 205,434 ○下水道使用料 205,434

 2 滞納繰越分 1,084 ○下水道使用料（滞納繰越分） 1,084

 3 水路使用料 121 ○中栗須東１号雨水幹線使用料 121

計 206,639 197,804 8,835

（款） 2 使用料及び手数料 （項） 2 手数料

 1 下水道手数料 10 10 0  1 下水道手数料 10 ○工事指定店証交付手数料 10

計 10 10 0

 2．使用料及び手数料  2．手数料  1．下水道手数料 -  7  -



 3．国庫支出金  1．国庫補助金  1．下水道事業国庫補助金

（款） 3 国庫支出金 （項） 1 国庫補助金 （単位 千円)

節
目 本 年 度 前 年 度 比　較 説　　　　　　　　　　　　　明

区　　　分 金　　額

 1 下水道事業国庫 40,505 70,512 △30,007  1 下水道事業国庫 40,505 ○下水道事業国庫補助金 40,505

補助金 補助金

計 40,505 70,512 △30,007

（款） 4 県支出金 （項） 1 県補助金

 1 下水道事業県補 2,000 4,200 △2,200  1 下水道事業県補 2,000 ○下水道事業県補助金 2,000

助金 助金

計 2,000 4,200 △2,200

（款） 5 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

 1 一般会計繰入金 456,877 482,429 △25,552  1 一般会計繰入金 456,877 ○一般会計繰入金 456,877

計 456,877 482,429 △25,552

（款） 6 繰越金 （項） 1 繰越金

 1 繰越金 3,000 3,000 0  1 繰越金 3,000 ○前年度繰越金 3,000

計 3,000 3,000 0
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（款） 7 諸収入 （項） 1 延滞金 （単位 千円)

節
目 本 年 度 前 年 度 比　較 説　　　　　　　　　　　　　明

区　　　分 金　　額

 1 延滞金 1 1 0  1 延滞金 1 ○受益者負担金延滞金 1

計 1 1 0

（款） 7 諸収入 （項） 2 貸付金元金収入

 1 水洗便所改造資 750 1,120 △370  1 水洗便所改造資 750 ○水洗便所改造資金貸付金元金収入 750

金貸付金元金収 金貸付金元金収

入 入

計 750 1,120 △370

（款） 7 諸収入 （項） 3 雑入

 1 雑入 514 515 △1  1 雑入 514 ○汚水桝移設工事補償費 500

○排水設備台帳売捌代 10

○下水道広報活動助成金 3

○複写機使用料 1

計 514 515 △1

 7．諸収入  3．雑入  1．雑入 -  9  -



 8．市債  1．市債  1．下水道事業債

（款） 8 市債 （項） 1 市債 （単位 千円)

節
目 本 年 度 前 年 度 比　較 説　　　　　　　　　　　　　明

区　　　分 金　　額

 1 下水道事業債 269,300 323,000 △53,700  1 下水道事業債 269,300 ○公共下水道事業債 259,500

○流域下水道事業債 9,800

計 269,300 323,000 △53,700
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３　歳　出
（款） 1 公共下水道費 （項） 1 公共下水道費 （単位 千円)

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

公共下水道 175,799 185,613 △9,814 12,300 163,499 2 給料 12,372 ◎下水道維持管理人件費 22,8991 0 0

維持管理費  2 給料 12,372

3 職員手当等 6,580    職員給料（３人） 12,372(使)下水道使用料 161,020

 3 職員手当等 6,580

4 共済費 3,947    職員手当等 6,580(使)下水道使用料（滞納繰越分）

 4 共済費 3,9471,084

9 旅費 43  職員共済組合負担金等 3,947

(使)中栗須東１号雨水幹線使用料

11 需用費 1,980 ◎公共下水道維持管理経費 152,900121

 9 旅費 43

12 役務費 589    職員旅費 43(手)工事指定店証交付手数料

 11 需用費 1,98010

13 委託料 25,670  ･ 消耗品費 49

 ･ 燃料費 29(諸)水洗便所改造資金貸付金元金

15 工事請負費 13,922  ･ 食糧費 10 収入 750

 ･ 印刷製本費 236

18 備品購入費 18  ･ 光熱水費 1,656(諸)汚水桝移設工事補償費 500

 12 役務費 589

19 負担金補助 98,873  ･ 通信運搬費（郵便料） 60(諸)排水設備台帳売捌代 10

及び交付金  ･ 通信運搬費（電話料） 135

21 貸付金 1,080  ･ 手数料 353(諸)下水道広報活動助成金 3

 ･ 保険料（損害賠償） 41

23 償還金利子 69  13 委託料 25,670(諸)複写機使用料 1

及び割引料  除草委託料 60

27 公課費 10,656  マンホールポンプ引揚点検委託料(地)公共下水道事業債 12,300

1,045

 管内テレビカメラ調査委託料

3,179

 1．公共下水道費  1．公共下水道費  1．公共下水道維持管理費 -  11  -



 1．公共下水道費  1．公共下水道費  1．公共下水道維持管理費

（款） 1 公共下水道費 （項） 1 公共下水道費 （単位 千円)

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 マンホール等清掃委託料

400

 新立石樋管点検委託料 454

 マンホール蓋点検委託料

1,276

 電算事務委託料 1,581

 下水道台帳整備委託料 1,760

 下水道使用料料金徴収委託料

4,204

 下水道事業法適化移行支援業務委託

 料 4,536

 雨水施設資産評価業務委託料

1,620

 公営企業会計システム構築業務委託

 料 5,555

 15 工事請負費 13,922

 汚水桝移設工事 500

 下水道維持補修工事 8,376

 マンホールポンプ場ポンプ等維持補

 修工事 5,046

 18 備品購入費 18

   庁用備品購入費 18

 19 負担金補助及び交付金 98,873

 県央処理場維持管理負担金

94,706

 日本下水道協会負担金 113

 群馬県下水道協会負担金

5
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（款） 1 公共下水道費 （項） 1 公共下水道費 （単位 千円)

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 下水道事業団研修負担金

303

 水道情報統合システム負担金

3,746

 21 貸付金 1,080

 水洗便所改造資金貸付金

1,080

 23 償還金利子及び割引料 69

 下水道使用料過誤納還付金及び還付

 加算金 69

 27 公課費 10,656

 消費税納付金 10,656

公共下水道 335,043 402,643 △67,600 224,000 13,771 2 給料 16,010 ◎下水道建設人件費 33,3742 42,505 54,767

建設費  2 給料 16,010

3 職員手当等 11,673    職員給料（４人） 16,010(負)下水道事業受益者負担金

 3 職員手当等 11,67313,551

4 共済費 5,691    職員手当等 11,673

 4 共済費 5,691(負)下水道事業受益者負担金（滞

9 旅費 9  職員共済組合負担金等 5,691 納繰越分） 219

11 需用費 933 ◎公共下水道建設事業 301,669(国)下水道事業国庫補助金 40,505

 9 旅費 9

12 役務費 43    職員旅費 9(県)下水道事業県補助金 2,000

 11 需用費 933

13 委託料 14,450  ･ 消耗品費 741(諸)受益者負担金延滞金 1

 ･ 燃料費 142

14 使用料及び 394  ･ 修繕料 50(地)公共下水道事業債 214,200

賃借料  12 役務費 43

 1．公共下水道費  1．公共下水道費  2．公共下水道建設費 -  13  -



 1．公共下水道費  1．公共下水道費  2．公共下水道建設費

（款） 1 公共下水道費 （項） 1 公共下水道費 （単位 千円)

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

15 工事請負費 111,677  ･ 手数料 9(地)流域下水道事業債 9,800

   ･ 保険料（自動車損害） 34

19 負担金補助 9,992  13 委託料 14,450

及び交付金  設計委託料 13,200

22 補償補填及 164,162    建物調査委託料 1,250

び賠償金  14 使用料及び賃借料 394

27 公課費 9  土地借上料 160

 ＯＡ機器借上料 234

 15 工事請負費 111,677

 公共下水道管渠築造工事

21,541

 枝線管渠築造工事 50,400

 舗装復旧工事 21,226

 汚水桝設置工事 12,500

 付帯工事 5,510

   試掘工事 500

 19 負担金補助及び交付金 9,992

 利根川上流流域下水道建設負担金

9,992

 22 補償補填及び賠償金 164,162

 地上物件補償費 162

   地下埋設物補償費 164,000

 27 公課費 9

 自動車重量税 9

510,842 588,256 △77,414 236,300 177,27042,505 54,767計
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（款） 2 公債費 （項） 1 公債費 （単位 千円)

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

元金 383,551 398,681 △15,130 33,000 44,414 23 償還金利子 383,551 ◎元金 383,5511 0 306,137

及び割引料  23 償還金利子及び割引料 383,551

 長期債元金 383,551(使)下水道使用料 44,414

(地)公共下水道事業債 33,000

利子 97,973 105,566 △7,593 0 0 23 償還金利子 97,973 ◎利子 97,9732 0 97,973

及び割引料  23 償還金利子及び割引料 97,973

 長期債利子 97,773

 一時借入金利子 200

481,524 504,247 △22,723 33,000 44,4140 404,110計

（款） 3 予備費 （項） 1 予備費

予備費 1,000 1,000 0 0 0 予備費 1,000 ◎予備費 1,0001 0 1,000

 予備費 1,000

 予備費 1,000

1,000 1,000 0 0 00 1,000計

 3．予備費  1．予備費  1．予備費 -  15  -





１．　一　般　職

　（１）　総　括
（単位　千円）

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 858 548 233 2,738

前 年 度 876 438 2,214

比 較 △ 18 548 △ 205 524

本 年 度 1,908 6,640 5,068

前 年 度 2,019 6,732 5,002

比 較 △ 111 △ 92 66

区　　　分
職 員 数
（ 人 ）

給 与 費
共 済 費 合 計 備 考

本 年 度 28,382 17,993 46,375 9,6387 56,013

前 年 度 28,724 17,281 46,005 9,565 55,570

特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

比 較 △ 342 712 370 73

退 職 手 当 地 域 手 当

443

職 員 手 当

内 訳

区 分 扶 養 手 当 住 居 手 当
初 任 給
調 整 手 当

通 勤 手 当

7

0

給 与 費 明 細 書

日 直 手 当

職 員 手 当

内 訳

区 分 管 理 職 手 当
管 理 職 員 特
別 勤 務 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
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　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　　　　分

千円 千円
57

100

△ 499

128

584

　（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　 職員１人あたり給与

　　イ　　初　任　給

高 校 卒

短 大 卒

大 学 卒

高 校 卒

短 大 卒

大 学 卒

平均給料改定率０．２％

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

そ の 他 の 増 減 分 構成の変動等

制度改正に伴う増減分 勤勉手当支給率の引上げ　引上率０．０５月

給　　　　　　料

給与改定に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分 構成の変動等

△ 342 昇 給 に 伴 う 増 減 分 平均昇給率１．４％

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） ３３６，６７１

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） ３７９，８６１

平 均 年 齢 （ 歳 ） ４６．３

平 成 ３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） ３３８，３６１

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） ４０５，７６７

平 均 年 齢 （ 歳 ） ４７．８

区　　　分 学 歴
藤 岡 市 国

行 政 職 ( 円 ) 技 能 労 務 職 ( 円 ) 行 政 職 ( 円 ) 技 能 労 務 職 ( 円 )

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日 現 在

１４８，６００ １４８，６００ １４８，６００ １４６，０００

１５８，３００ １５８，３００

１８０，７００

１７９，２００

１８０，７００

１４７，１００ １４７，１００ １４７，１００

職 員 手 当 712

１５６，８００平 成 ３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在

１４４，５００

１５６，８００

１７９，２００
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　　ウ　　級別職員数

級

７　級 　参事

区 分
行 政 職

職員数 (人 ) 構成比 (％ ) 標準的な職務内容

1 14.2

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日 現 在

８　級

６　級

５　級

3 42.9
４　級 　係長・主査

2 28.7
３　級 　係長代理

1 14.2
２　級 　主任

１　級

７　級 　参事

7 100.0
計

1 14.2

平 成 ３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在

８　級

６　級

1 14.2
５　級 　課長補佐

2 28.7
４　級 　係長・主査

2 28.7
３　級 　係長代理

２　級

1 14.2
１　級 　技師

7 100.0
計

-  18  -



　　エ　昇給

　職　　員　　数 （Ａ）(人）

（Ｂ）(人）

　２ 号 給 (人）

　４ 号 給 (人）

(％）

　職　　員　　数 （Ａ）(人）

（Ｂ）(人）

　２ 号 給 (人）

　４ 号 給 (人）

(％） 100.0

代表的な職種

　昇給に係る職員数

1

5

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日 現 在

6

7

号給数別
内　　　訳

平 成 ３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在

比　率　　　　（Ｂ） ／ （Ａ）

比　率　　　　（Ｂ） ／ （Ａ）

号給数別
内　　　訳

行政職

2

100.0

7

区　　　　　　　　　　　　　　　分

　昇給に係る職員数

7

7
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　　オ　　期末手当・勤勉手当

　　カ　　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

支 給 率 等

国 の 制 度

　　キ　　地域手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 （ 月 分 ） 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置
備 考

６月 １２月 （月分）

本 年 度 有
2.225 2.225 4.45

前 年 度 有
2.125 2.275 4.4

国 の 制 度 有
2.225 2.225 4.45

区 分
２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者 最 高 限 度 そ の 他 の

加 算 措 置 等
備　　　　考

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 国に同じ

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例
措置２～４５％加算

支 給 対 象 地 域 支 給 率 （ ％ ） 支 給 対 象 職 員 ( 人 ) 国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （ ％ ）

無
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　　ク　　その他の手当

時 間 外 手 当 異 　　労働基準法準拠

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 異 　　通勤距離区分

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同
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地方債の平成２９年度末における現在高並びに平成３０年度末

及び平成３１年度末における現在高の見込に関する調書

（単位 千円）

区 分
平成２９年度末

現  在  高

平成３０年度末

現 在 高 見 込 額

平成３１年度中

起 債 見 込 額

平成３１年度中

元金償還見込額

平成３１年度末

現 在 高 見 込 額

下 水 道 事 業 債 ５，７３４，５２１ ５，６１１，６４０ ２６９，３００ ３８３，５５１ ５，４９７，３８９

合 計 ５，７３４，５２１ ５，６１１，６４０ ２６９，３００ ３８３，５５１ ５，４９７，３８９
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債務負担行為で平成３２年度以降にわたるものに 

ついての平成３０年度末までの支出見込額及び 

平成３１年度以降の支出予定額等に関する調書 

（１）過年度議決済に係る分   （単位 千円） 

事 項 限  度  額 

平 成 ３ ０ 年 度 末 ま で の 

支 出 見 込 額 

平 成 ３ １ 年 度 以 降 の 

支 出 予 定 額 

左 の 財   源 内 訳 

特 定 財 源 一  般 

財  源 
期 間 金   額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

① 下 水 道 事 業 法 適 化

移 行 支 援 業 務 委 託 費

６，０００ 31年度 4,536 4,500 36 

② 下 水 道 事 業 公 営 企 業 会 計

システム構築業務委託費

８，０００ 30年度 31年度 5,555 5,500 55 
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